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５．⾷品アクセス
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〇 全国のアクセス困難⼈⼝は⼀貫して増加傾向。都市部では、アクセス困難⼈⼝が急増する⼀⽅、地⽅ではアクセス困難⼈⼝は
頭打ち・減少傾向

⾷品アクセス困難⼈⼝とは店舗（⽣鮮⾷料品⼩売業，百貨店，総合スーパー，⾷料品スーパー，コンビニ）まで500m以上かつ⾃動⾞利⽤が
困難な65歳以上の⾼齢者

〇 食品アクセス困難人口の動向
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○ 食料品の買い物が不便・困難な住民に対する対策の必要性

出典︓農林⽔産省｢⾷料品アクセス問題に関するアンケート調査｣ (令和4年12⽉実施)

• 現時点で対策を必要としている市町村※の割合は87.2%で、27年度以降増加傾向にある
• 上記市町村のうち、⾏政による対策が実施されているのは7３.５%で、昨年度よりわずかに増加

63.7% 61.0% 61.6%
69.2% 68.6% 73.2% 73.4% 73.5%

10.4%
6.9% 8.1%

5.4% 5.7%
5.6% 5.7% 4.4%

25.9% 32.2% 30.3% 25.3% 25.7% 21.1% 20.9% 22.0%

81.0% 81.9% 82.0%
84.1% 85.0%

85.9% 86.4% 87.2%

実施していない

実施を検討している

実施している

対策を必要としてい

る市町村

⾏政による対策実施状況

※対策を必要としている市町村とは
対策が必要であるまたはある程度必
要であると回答した市町村
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○行政による対策の実施状況
出典︓農林⽔産省｢⾷料品アクセス問題に関するアンケート調査｣ (令和4年12⽉実施)

• ⾏政が実施している対策内容は、「コミュニティバス、乗合タクシーの運⾏等に対する⽀援」が最も多く83.6%と
なったほか 、「移動販売⾞の導⼊、運営に対する⽀援」が⼀貫して増加傾向にあり33.0%、「空き店舗等の常設
店舗の出店、運営に対する⽀援」が29.9％、「宅配、御⽤聞き・買い物代⾏サービス等に対する⽀援」が28.6％と
なった。

70.9% 72.7%

79.5%

74.1%

81.3% 79.9%
83.7%

コミュニティバス、乗り合いタクシーの
運⾏等に対する⽀援 83.6%

29.3%
29.3%

34.0%
30.8%

28.2%
27.8%

29.2%

空き店舗等の常設店舗の出…

30.9%

28.3%
29.3%

24.4% 25.0%
26.4%

26.0%

宅配、御⽤聞き、買い物代⾏サー
ビス等に対する⽀援 28.6%

20.5% 21.5% 22.2% 22.1%
23.3%

26.4%

30.3%

移動販売⾞の導⼊・運営に対する⽀援
33.0%

15.4%
13.8%

12.0% 11.8% 9.9% 8.6% 9.4%

朝市、⻘空市場等の仮設店舗の
運営に対する⽀援 10.8%

8.7% 7.6% 6.9% 6.9% 6.3% 6.1% 5.1%
共⾷、会⾷等の共同⾷事サービ…

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 複数回答が含まれる
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○ 民間事業者による対策の実施状況
出典︓農林⽔産省｢⾷料品アクセス問題に関するアンケート調査｣ (令和4年12⽉実施)

複数回答が含まれる

62.7%

2.4%

34.9%

65.4%

1.5%

33.2%

66.9%

2.5%

30.6%

64.9%

2.5%

32.6%

69.8%

1.9%

28.3%

70.9%

2.0%

27.1%

64.6%

2.3%

33.0%

⺠間事業者が
参⼊している市町村

⺠間事業者が参⼊を
検討している市町村

⺠間事業者が
参⼊していない市町村

⺠間事業者の参⼊状況

28年度

29年度

30年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

70.9%

54.4%

14.7%

15.3%

8.4%

8.1%

67.9%

56.8%

14.1%

13.2%

5.2%

7.6%

63.5%

61.…

16.0%

13.8%

4.4%

9.9%

66.1%

66.3%

12.3%

16.4%

4.6%

10.1%

61.3%

66.0%

16.2%

13.7%

4.4%

9.2%

62.5%

67.5%

16.5%

13.8%

4.5%

9.3%

62.1%

76.9%

15.7%

12.0%

8.4%

7.9%

宅配、御⽤聞き・買い物代⾏
サービス等

移動販売⾞の導⼊・運営

コミュニティバス、乗り合
タクシーの運⾏等

朝市、⻘空市場等の
仮設店舗の運営

空き店舗等の常設店舗
の出店、運営

共⾷、会⾷等の共同の
⾷事サービス等

⺠間事業者による対策の内容別実施率の推移(%)

28年度
29年度
30年度
令和元年度
令和２年度
令和３年度
令和４年度

• 全市町村のうち⺠間事業者が参⼊している市町村の割合は64.6.%
• 内容別に⾒ると、「移動販売⾞の導⼊・運営(76.9%)」が多く、次いで「宅配・御⽤聞き・買い物代⾏サービス等

(62.1%)」となっている
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○参考１．地域で考える地域圏フードシステム（フランスを例に)

地域圏とは︓
地形などの⾃然条件や⼈間活動において
まとまりのある空間のこと（例︓政令指定
都市、中核市とその周辺市町村等）

フードシステムとは︓
⾷料・農⽔産物が⽣産され、消費に⾄る
流れに沿った産業間の相互関係の連鎖

「農業・⾷料・森林未来法」

「全国⾷料計画」（PNA) 「持続可能なレジオンの農業計画」
（PRAD)・⾷品の品質確保（「全国栄養健康

計画」（PNNS)ガイドラインに準拠）
・地理的近接の発展

「地域圏フードシステム」（SAT)構築

・農業、農業・⾷品産業の地域
計画の作成

「農業政策」「⾷料政策」

フランスの「地域圏⾷料プロジェクト」をめぐる政策体系

・「地域圏⾷料プロジェクト」（PAT)実施
PNAとPRADの⽬的を満たす⾏動

STEP1 PAT運営体制※1の準備と地域のアクター※2の事前の特定
STEP2 PATに動員可能なスキル、部署、⼈員の特定
STEP3 活動のテーマ、地理的影響範囲に従いアクターを位置づける
STEP4 これまでの活動について共同で⾃⼰診断を⾏う
STEP5 具体的なプロジェクトとその各段階についてのガバナンスを考える
STEP6 市⺠を巻き込む
※１︓PATの計画・進⾏管理に関わるアクター

・PATの実施主体︓コミューン共同体、メトロポルなどの⾃治体組織、⾃然公園、地域農村調整センター（PETR)など
・PATに対する技術的⽀援︓農業、環境、健康、地域に関わる政府組織の地⽅総局等、各種会議所、研究機関、アソシエーション
（CIVAM,Terres en ville,etc）など

※２︓PAT構築における地域のアクター
⽣産者、加⼯業者、卸売業者、仲買⼈と流通業者、消費者・官公庁と⺠間のバイヤー、
その他システムに影響を与える主体（研究、教育、医療、資⾦提供者など）

PAT構築のプロセス
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〇参考２. 食品等流通持続化モデル総合対策事業における取組一覧（R3年度、R4年度）

事業実施主体名等
（ ）内は所在地 ⽬標 内 容

みやぎ⽣活協同組合
（宮城県仙台市）

移動販売事業の供給⾦額、利⽤⼈数、利⽤単価、
販売箇所数等と損益状況を定量的に検証し、継
続可能な新規拡⼤モデルとすることで、地域貢献を
拡⼤

宮城県亘理店を拠点とし、⾼齢化が進む地域や
⾼齢者施設への移動販売事業に係る事前調査・
実証。

⽣活協同組合コープぐんま
（群⾺県桐⽣市）

持続可能な事業として「損益上の⿊字運営」を⽬
指しつつ、その事業検証結果を踏まえ、群⾺県内
各地の買物⽀援の必要性がある⾃治体においても
「移動販売」の⽴ち上げを検討

⾷料品販売店が近隣になく、⾼齢により⾃動⾞を
運転できない住⺠に対して、２トントラック改造の⾞
内販売型移動販売⾞による移動販売事業の実験
運⽤。

⼤阪いずみ市⺠⽣活協同組合
（⼤阪府堺市）

収益上マイナスとならない⾼齢者買い物サポート⼿
法を確⽴し、最終的には全店舗で事業を展開

⾼齢化のため来店⼿段を失い⾃由に買い物ができ
なくなった⾼齢者に対しての店舗までの送迎サービス
に係る事前調査・実証。

事業実施主体名等
（ ）内は所在地 ⽬標 内 容

ゼンリン株式会社
（福岡県北九州市）

・横⼿市全体として「徒歩7分圏内で⾷料品店にア
クセスできる世帯が５０％向上すること」を⽬指す。
・地域コミュニティの再構築として「住⺠の外出機会
が２０％増加」することを⽬指す。
・地図情報を活⽤したSTSの最適配置とドローンに
よる配送を含めた買い物アクセス困難者⽀援のビジ
ネスモデルを複数考案する。

秋⽥県横⼿市において、ゼンリン株式会社が事業
主体となって、横⼿市、横⼿市⾃治会、⼩売業者
（⽇敷、マルシメ）、加⼯卸売事業者（国分G本
社、東北国分）と協業して、買い物アクセス困難
者の問題解決のため、新技術活⽤の商品受発シ
ステムを活⽤した地域コミュニティストア【Smart
Terrace Store (STS)】の実証データの取得と
専⾨家による分析と、新技術のドローンによる⾷料
品配送の実証。

＜R３年度の取組＞

＜R４年度の取組＞
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⽣活協同組合みやぎ（宮城県仙台市）

地域の課題

○ この地域の⾷品スーパーは、主要道路沿いに固まっており、この地域へ⾃動⾞以外で買い物
をしようとすると、公共の交通機関が脆弱なため、⽇常の⾷料品を購⼊ができなくなっている。

○ 近郊の住宅団地や、住宅地は⾼齢化が進み、その地域に住む免許を返納した⾼齢者や、⾼齢
者施設（サ⾼住）の住⺠は買い物を楽しめない状況となっている。

宮城県仙台市

体制図 実証内容

○ コープ亘理店を拠点に亘理町、⼭元町、
福島県相⾺市の45分圏内の６つのエリア
において配送することを⽬標に、専⽤⾞
両（２ｔトラック）の改造⾞を使⽤し、
毎週決まった停留所にて販売。

○ 現地での調査やポスティングには、役
場、社会福祉協会、包括⽀援センターと
協働で実施。

○ 採算ラインとして、⼤型⾞で⽇配7万5
千円(50⼈×1,500円)×６⽇間を⽬標設定。

○ 移動販売⾞での販売価格は店舗販売価
格に５％を上乗せ。

○ 運⾏エリアは４コース設定。

○食品等流通持続化モデル総合対策事業における取組事例①
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株式会社ゼンリン（秋⽥県横⼿市）

① 横⼿市の協⼒の下、既存の地域資源である公⺠館等を活⽤した「Smart Terrace Store (以下、STS)」を⼩売店の空⽩
地帯に設置し、地域の⼩売業者や卸売業者と連携することで、STSにおいて⾷料品や⽇⽤品の提供を⾏う。（２箇所設置）
STSでは、デジタルサイネージを⽤いた注⽂システムにより⾷料品等を販売するほか、地域住⺠の憩いの場となるテラス機
能を具備（店舗の軒先にベンチを設置）し、コミュニケーション機会の増加につなげる狙い。

② STSにも訪れることが出来ない地域住⺠に対しては、新技術として「ドローン」による⾷料品配送を実施。
③ ⼈⼝分布や地理特性、交通ネットワーク等を踏まえ、ゼンリンが保有する詳細地図を⽤いて「STSの最適配置」を分析

することで、 ⾷品アクセス率の向上と、STSの継続可能なモデル構築を⽬指す。

○ 横⼿市における⾷品アクセス困難⼈⼝の割合は32％、75歳以上に絞ると割合が44％となり、
改善が喫緊の課題。

○ 住⺠の交通⼿段は約85％が⾃家⽤⾞に依存しているため、将来的には免許を返納した⾼齢
者にとって、店舗への交通⼿段が失われる可能性。

○ ⾷料品を提供する店舗に着⽬すると、市中⼼部でも空洞化（空き家、空き地、空き店舗の増
加）が深刻化し、店舗までのアクセスが困難な状況。

秋⽥県横⼿市

体制図

実証内容

地域の課題

事業を活⽤した実証イメージ事業の⽬標

○食品等流通持続化モデル総合対策事業における取組事例②
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○参考３．関係省庁と連携した食品アクセス問題への対応

■関係府省・団体の施策や取組についてもワンストップで閲覧可能に

農林⽔産省

市町村調査結果や先進
事例集、⾃治体の⽀援施
策、⾷品アクセス環境改

善対策事業等

経済産業省

先進事例とその⼯夫のポイ
ントをまとめた「買い物弱者

応援マニュアル」等

厚⽣労働省

「⾒守り・買物⽀援」を必要
とする⼈へのサポート体制を
構築（安⼼⽣活創造推進

事業）等
内閣府、総務省

特定地域再⽣事業、過
疎対策事業債等

国⼟交通省

ニーズに応じた交通⼿段の
確保・維持を⽀援（地域公
共交通確保維持事業）等

農林⽔産省
（農林⽔産政策研究所）
「⾷料品アクセスマップ」（⾷
料品店まで500m以上の⼈

⼝を表⽰）等

 農林⽔産省は、全国の地⽅公共団体や⺠間事業者等が、⾷品アクセス問題の解決に向けた取組に役
⽴てられるよう「⾷品アクセス問題ポータルサイト」を開設(H24年６⽉)。農林⽔産省の施策や調査結果
等の紹介のほか、関係府省・団体の施策や取組等について、ワンストップでの情報提供を実施。
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